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はじめに 
 
 発達障害者に関する調査研究については、平成１７年４月施行された発達障害者支

援法が、発達障害者の自立及び社会参加に資する支援を図ることが国及び地方公共団

体や国民の責務とされたことから、調査研究報告書 No.142「「発達障害者に対する効

果的な職業訓練の在り方」に関する調査研究」及び「発達障害のある人の職業訓練ハ

ンドブック」を作成し、職業能力開発関係者等に広く周知をしているところでありま

す。 

 本報告書は、「発達障害者に対する効果的な職業訓練の在り方に関する調査研究」の

過程において、「発達障害のある人は、社会人としての常識的な立ち居振る舞いに適応

できず就労が持続しない。」あるいは「発達障害のある人が効果的な職業訓練を受ける

ためには本人の努力だけでは難しい。」ことが明らかとなり、その対処方法を検討した

ところ、 

①何らかの支援機器の活用や環境の整備を図ることでその困難を改善できる可能性

があること 

②発達障害は表面的に障害がはっきり認識できるものではない特徴から支援・配慮

の必要性及び、どのような支援・配慮が有効なのか判断・理解する難しさがある

こと 

といった課題の解決の手法について平成２０～２１年度（２ヶ年）において継続して

行ってきた調査研究をまとめたものであります。 

 本調査研究が、テクノロジー（支援技術）を活用した職業訓練、就労支援の場での

支援機器等の活用方法及び就労環境整備の在り方を考える際の一助となり、これによ

って職業能力開発関係者及び企業等において発達障害のある人に対する就労を促進し

持続的なものとするための支援・配慮の意識が高まり、発達障害のある人の自立等の

一層の促進が図られることを期待するものであります。 

 末尾に、本研究会にご出席いただきました委員各位、並びにヒアリング調査等本調

査研究にご協力をくださいました関係者各位に心より御礼申し上げます。 

 

２０１０年３月 

 

職業能力開発総合大学校 

能力開発研究センター 

所 長  川 村 英 治 
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